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(57)【要約】
【課題】　従来よりも少ない部分点数で揮散量の調整を
可能とする揮散容器を創出することを課題とする。
【解決手段】　揮散液Ｐを収容する容器本体２と、容器
本体２の口筒部２ａに装着される装着筒１０と、装着筒
１０から容器本体２内に垂下設されて揮散液Ｐを吸い上
げる吸上げ芯３と、吸上げ芯３によって吸い上げられた
揮散液Ｐを揮散させる揮散部材４と、容器本体２に装着
されるキャップ本体２０とを有する揮散容器であって、
キャップ本体２０は、揮散孔２３が形成された頂壁２１
及び側壁２２を有し、側壁２２には、その一部を容器軸
Ｏ方向に変形可能に形成された変形部２５と、変形部２
５の変形状態を維持することにより、揮散液Ｐが外部に
揮散される揮散開口Ｑを形成する係止部２７ｂ，２８ｂ
が一体に形成された構成とする。
【選択図】　図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　揮散液（Ｐ）を収容する容器本体（２）と、該容器本体（２）の口筒部（２ａ）に装着
される装着筒（１０）と、該装着筒（１０）から前記容器本体（２）内に垂下設されて前
記揮散液（Ｐ）を吸い上げる吸上げ芯（３）と、該吸上げ芯（３）によって吸い上げられ
た揮散液（Ｐ）を揮散させる揮散部材（４）と、前記容器本体（２）に装着されるキャッ
プ本体（２０）とを有する揮散容器であって、
　キャップ本体（２０）は、揮散孔（２３）が形成された頂壁（２１）及び側壁（２２）
を有し、該側壁（２２）には、その一部を容器軸（Ｏ）方向に変形可能に形成された変形
部（２５）と、前記変形部（２５）の変形状態を維持することにより、揮散液（Ｐ）が外
部に揮散される揮散開口（Ｑ）を形成する係止部（２７ｂ，２８ｂ）が一体に成形されて
いることを特徴とする揮散容器。
【請求項２】
　変形部（２５）が、少なくとも揮散部材（４）の外周面よりも内側の位置まで変形可能
に構成されている請求項１記載の揮散容器。
【請求項３】
　キャップ本体（２０）は、前側壁（２２Ａ）及び後側壁（２２Ｂ）に、その一部を変形
させる変形部（２５）が設けられ、前記前側壁（２２Ａ）及び前記後側壁（２２Ｂ）に対
して直交する位置に設けられた右側壁（２２Ｃ）及び左側壁（２２Ｄ）が、前記変形部（
２５）を変形前の初期形状に復元させる係止解除機能を備える請求項１又は２記載の揮散
容器。
【請求項４】
　変形部（２５）を変形前の初期形状に復元させる係止解除機能として、一端に指掛け部
（２９ａ）が形成され、他端に変形部（２５）を押圧して係止部（２８ｂ）による係止を
解除する押圧部（２９ｂ）が形成されて揺動可能に設けられた揺動部材（２９）を備える
請求項１又は２記載の揮散容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、揮散量を調整し得る揮散容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１に記載の揮散容器は、容器体口頸部１２の上端開口を閉塞する頂板部２１に
穿設した吸上げ芯貫通用の窓孔２２に上端部を嵌着し、下端部を容器体Ａ内に垂下させた
吸上げ芯Ｂ２と、吸上げ芯Ｂ２からの液を揮散窓より揮散する吸上げ芯Ｂ２上の揮散板Ｂ
３とを備えて構成されており、キャップ本体Ｂ１に対して揮散窓４２が形成された蓋体Ｂ
４を上方へスライドさせて揮散窓４２の開口面積を可変することにより、揮散量を調整す
ることが可能となっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－１９５４４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記特許文献１に記載された揮散容器において揮散量を調整するには、キャップ本体Ｂ
１と揮散窓４２を備えた蓋体Ｂ４とを別々に形成する必要があった。
　しかし、近年においては部品点数の削減によるコスト軽減の促進が求められており、そ
のためには従来よりも更に部分点数の少ない構成で揮散量の調整を可能とする揮散容器の
開発が求められている。
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【０００５】
　本発明は、上記した従来技術における問題点を解消すべく、従来よりも少ない部分点数
で揮散量の調整を可能とする揮散容器を創出することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するための手段のうち、本発明の主たる手段は、
　揮散液を収容する容器本体と、容器本体の口筒部に装着される装着筒と、装着筒から容
器本体内に垂下設されて揮散液を吸い上げる吸上げ芯と、吸上げ芯によって吸い上げられ
た揮散液を揮散させる揮散部材と、容器本体に装着されるキャップ本体とを有する揮散容
器であって、
　キャップ本体は、揮散孔が形成された頂壁及び側壁を有し、側壁には、その一部を容器
軸方向に変形可能に形成された変形部と、変形部の変形状態を維持することにより、揮散
液が外部に揮散される揮散開口を形成する係止部が一体に形成されていることを特徴とす
る、と云うものである。
【０００７】
　本発明の主たる手段では、側壁に設けられた変形部を押圧すると、変形部が陥没状態に
設定されて大きな揮散開口が形成され、揮散液をこの揮散開口を介して揮散させることが
可能となるため、揮散量を増大させることができる。
【０００８】
　本発明の他の手段は、主たる手段に、変形部が、少なくとも揮散部材の外周面よりも内
側の位置まで変形可能に構成されている、との手段を加えたものである。
【０００９】
　上記手段では、揮散部材の外周面側の下面が、変形部が陥没変形することよって形成さ
れた揮散開口に対向配置することになり、この揮散開口を通じての揮散を容易とすること
、特にキャップ本体の内側に留まっている気化状態の揮散液を外部に容易に揮散させるこ
とが可能となるため、揮散量を増大させることができる。
【００１０】
　本発明の他の手段は、上記手段に、キャップ本体は、前側壁及び後側壁に、その一部を
変形させる変形部が設けられ、前側壁及び後側壁に対して直交する位置に設けられた右側
壁及び左側壁が、変形部を変形前の初期形状に復元させる係止解除機能を備える、と云う
ものである。
　上記手段では、右側壁及び左側壁を押圧すると、係止部による変形部の係止が解除され
て変形部が変形前の初期形状に復元するため、揮散量を元の初期状態まで減少させること
ができる。このため、前側壁及び後側壁に対する押圧操作による変形部の係止と、右側壁
及び左側壁に対する押圧操作による変形部の係止解除を選択して行うことにより、揮散量
を調整することが可能となる。
【００１１】
　本発明の他の手段は、変形部を変形前の初期形状に復元させる係止解除機能として、一
端に指掛け部が形成され、他端に変形部を押圧して係止部による係止を解除する押圧部が
形成されて揺動可能に設けられた揺動部材を備える、と云うものである。
　上記手段では、揺動部材を操作すると、係止部による変形部の係止が容易に解除されて
変形部が変形前の初期形状に復元するため、揮散量を元の初期状態まで減少させることが
できる。このため、押圧操作による変形部の係止と、揺動部材による変形部の係止解除と
を選択して行うことにより、揮散量を調整することが可能となる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の揮散容器では、揮散開口を形成するための変形部をキャップ本体に一体的に形
成することができるため、従来よりも少ない部分点数で揮散量を調整することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
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【図１】本発明の第１実施例を示す揮散容器の平面図である。
【図２】第１実施例の揮散容器を正面から示す半断面図である。
【図３】第１実施例の揮散容器を側方から示す断面図である。
【図４】変形後の開口状態を示す図２のＩＶ－ＩＶ線における横断面図である。
【図５】本発明の第２実施例を示す揮散容器の平面図である。
【図６】第２実施例の揮散容器の正面から示す半断面図である。
【図７】第２実施例の揮散容器の変形前の状態を図５中のＶＩＩ－ＶＩＩ線にて切断した
様子を示すものであり、Ａは横断面図、Ｂは縦断面図である。
【図８】第２実施例の揮散容器の変形後の状態を図５中のＶＩＩ－ＶＩＩ線にて切断した
様子を示すものであり、Ａは横断面図、Ｂは縦断面図である。
【図９】第２実施例の揮散容器の係止解除状態を示す図５中のＶＩＩ－ＶＩＩ線における
縦断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照しつつ説明する。
　本発明の揮散容器は、例えば芳香剤、消臭剤又は防虫忌避剤等の揮散性の液体（以下、
揮散液Ｐという）を収容して室内や車内などの空気雰囲気中に揮散させるための容器であ
る。
【００１５】
　本発明の第１実施例の揮散容器について図１乃至図４を用いて説明する。
　揮散容器１は、揮散液Ｐが収容される容器本体２と、揮散液Ｐを吸い上げる棒状の吸上
げ芯３と、吸上げ芯３が吸い上げた揮散液Ｐを気化させて容器本体２の外部に向けて揮散
させる揮散部材４と、吸上げ芯５を保持してその下端を容器本体２内の揮散液Ｐ中に含浸
させる装着筒１０と、容器本体２にオーバーキャップ状に装着されてなるキャップ本体２
０とを有して構成されている。尚、容器本体２、装着筒１０及びキャップ本体２０は夫々
合成樹脂材料で形成されている。
【００１６】
　容器本体２は、有底筒状の胴部２ｃの上に縮径状に形成されてなる肩部２ｂを介して外
周面に雄ネジが刻設された口筒部２ａが立設する構成である。本実施例では胴部２ｃが平
面視略楕円形状の容器本体２であるが、容器本体２の形状はこれに限られるものではない
。
　容器本体２の口筒部２ａには装着筒１０が装着され、その上からネジキャップ式の蓋体
３０が螺着されることによって被嵌されている。尚、蓋体３０は揮散容器１の使用を開始
する際に口筒部２ａから取り外される。
【００１７】
　装着筒１０は、円環状のフランジ１１の下面の外側にインナーシール部１２を有し、そ
の内側にすり鉢状のテーパー部１３が形成され、その下端には下方に向かって延びる長筒
部１４が一体に延設されている。尚、テーパー部１３には空気置換用の貫通孔１５が形成
されている。
　装着筒１０は、フランジ１１の下面を口筒部２ａの上面に載置し、インナーシール部１
２を口筒部２ａの内周面に密着させ、更にテーパー部１３及び長筒部１４を容器本体２の
底部（図示せず）方向に向かって垂下設させた状態で装着されている。
【００１８】
　吸上げ芯３は、例えばフェルト、合成繊維束、天然繊維束、発泡合成樹脂などの多孔質
素材からなる棒状の部材で形成されており、テーパー部１３及び長筒部１４の内側に挿入
された状態で保持されている。吸上げ芯３の上端はフランジ１１よりも上方に突出してお
り、後述する揮散部材４の下面に接触可能に構成されている。また吸上げ芯３の下端は容
器本体２の底部に達しており、容器本体２内に充填されている揮散液Ｐを吸い上げること
が可能となっている。
【００１９】
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　揮散部材４は、例えば天然紙、合成紙などの紙類、又はフェルト、合成繊維束、天然繊
維束、発泡合成樹脂などの多孔質素材によって、厚く且つ広い面積を有し、全体としても
広い表面積を備える形状で形成されており、吸上げ芯３が吸い上げた揮散液Ｐを含浸した
状態で空気雰囲気中に効率良く揮散することが可能となっている。
【００２０】
　図２に示すように、キャップ本体２０は、底部側が開放された有頂筒状（オーバーキャ
ップ状）に構成され、平面視略楕円形状に形成された頂壁２１と短軸側の側壁２２である
前側壁２２Ａ及び後側壁２２Ｂには複数の揮散孔２３が形成されている。
　また短軸側に設けられた前側壁２２Ａ、後側壁２２Ｂ及び長軸側に設けられた右側壁２
２Ｃ、左側壁２２Ｄには、上下に所定の間隔を有して周方向に平行に且つ間欠的に延びる
一対の長孔２４Ａ、長孔２４Ｂが形成されている。上側の長孔２４Ａの周方向の４箇所の
位置には柱部２４ａが夫々形成され、同様に下側の長孔２４Ｂの周方向の４箇所の位置に
も柱部２４ｂが夫々形成されている。そして、前側壁２２Ａ及び後側壁２２Ｂ内の一部の
領域、すなわち上側の長孔２４Ａに設けられた２つの柱部２４ａと下側の長孔２４Ｂに設
けられた２つの柱部２４ｂとによって挟まれる領域に略長方形状から成る変形部２５が設
けられている。この変形部２５は、前側壁２２Ａ又は後側壁２２Ｂにおいて、上側左右に
設けられた柱部２４ａと下側左右に設けられた柱部２４ｂを夫々起点として、変形部２５
の中央部分が容器軸Ｏに近づく方向に向かって陥没変形可能に構成されている。このため
、変形部２５の中央部分を容器軸Ｏに近づく方向に向かって押圧すると、変形部２５を陥
没状態に変形させることが可能である。
【００２１】
　図１及び図３に示すように、長孔２４Ａよりも上側に位置するキャップ本体２０の内側
の４箇所の位置には、前側壁２２Ａ又は後側壁２２Ｂの内面から容器軸Ｏ側に向けて夫々
突出する凸壁部２６が夫々一体に形成されている。各凸壁部２６はキャップ本体２０内に
設けられた揮散部材４に形成された切欠部４ａ内に配置されており、各凸壁部２６の容器
軸Ｏ側の端部には、鉛直方向に延びる長板状の係止部材２７が一体に連設されている。
【００２２】
　各支持部材２７の内面には上方に向かって略Ｊ字形状に形成された支持片２７ａが夫々
形成されており、揮散部材４の下面は４箇所の位置に設けられた各支持片２７ａによって
支持されている。また係止部材２７の下端には、変形部２５の上端よりも僅かに下がった
位置まで延設された係止部２７ｂが設けられている。
　尚、４箇所に設けられた支持部材２７の上端と対向する頂壁２１の各位置には射出成型
用の開孔部２８が形成されているが、この開孔部２８は揮散液Ｐが揮散する孔としても機
能する。
　またキャップ本体２０の側壁２２の下端には、容器軸Ｏ方向に突出する係合突起２２ａ
が形成されており、容器本体２の胴部２ｃに形成された係合凹部２ｄに係合可能に構成さ
れている。
【００２３】
　次に上記揮散容器１の使用方法について説明する。
　容器本体２に対しキャップ本体２０を持ち上げると、係合突起２２ａと係合凹部２ｄと
の係合が外れるため、容器本体２からキャップ本体２０を取り外すことができる。この状
態において、蓋体３０を螺脱させて口筒部２ａを被嵌していた蓋体３０を取り外すことに
より、吸上げ芯３の上端を露出させることができる。
【００２４】
　あるいは初めから吸上げ芯３が装着部１０に設けられていない構成の場合には、蓋体３
０を外した状態において、吸上げ芯３を装着部１０のテーパー部１３及び長筒部１４内に
挿入して吸上げ芯３の下端を容器本体２内の揮散液Ｐ内に沈降させる。
【００２５】
　次に、再度キャップ本体２０を容器本体２の上部に装着して係合突起２２ａを係合凹部
２ｄに係合させると共に、吸上げ芯３の上端面を揮散部材４の下面に接触させる。
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　これにより、吸上げ芯３内を浸透して上方に向かって吸い上げられた揮散液Ｐで揮散部
材４を含浸させることができる。揮散部材４の表面から気化した揮散液Ｐは、キャップ本
体２０に形成されている複数の揮散孔２３及び開孔部２８を介して外部に揮散することに
なる。
【００２６】
　次に、前側壁２２Ａと後側壁２２Ｂを片手で挟んで把持した状態において、各変形部２
５の中央部近傍を夫々容器軸Ｏに向けて押圧して陥没変形させる。すると、各変形部２５
の上端が係止部２７ｂを容器軸Ｏに向かって乗り越える。係止部２７ｂは、変形部２５の
上端の変形領域内に突出しているため、把持した手を離すと、変形部２５の上端を係止部
２７ｂで係止することができる。よって、陥没変形後の変形部２５が、変形前の初期の形
状に復元することを阻止することができる（図３の破線及び図４参照）。この状態では、
変形部２５が容器軸Ｏに向かって大きく陥没変形する状態が維持され、この陥没変形した
部分に揮散液Ｐが揮散するための揮散開口Ｑを形成することができる。このように、係止
部２７ｂは変形部２５を陥没状態に維持する係止機構として機能する。
【００２７】
　ここで、図３及び図４に示すように変形部２５は、揮散部材４の外周面よりも内側の位
置まで陥没変形可能に構成されており、陥没変形した状態では、揮散部材４の外周面側の
下面を、変形部２５が陥没変形することよって形成された揮散開口Ｑに対向配置させるこ
とが可能となる。これにより、気化した揮散液Ｐは、この揮散開口Ｑを通じて容易に揮散
することが可能となることから揮散量を増大させることが可能である。
【００２８】
　次に、変形部２５が陥没変形した状態において、平面視において前側壁２２Ａと後側壁
２２Ｂと直交する方向に設けられた右側壁２２Ｃ、左側壁２２Ｄを容器軸Ｏに向けて同時
に押圧すると、右側壁２２Ｃ、左側壁２２Ｄには容器軸Ｏから離れる方向に大きな力が作
用し、変形部２５が容器軸Ｏから離れる外方向に膨出変形する。この際、変形部２５の上
端が係止部２７ｂを外方向に乗り越えるため、係止部２７ｂによる変形部２５上端の係止
を容易に解除することができる。これにより、変形部２５は変形前の初期形状（外側に膨
らむ膨出形状）に復元し、陥没変形によって形成された揮散開口Ｑが閉じられるため、揮
散量を変形前の初期状態まで減少させることができる。すなわち、キャップ本体２０を構
成する右側壁２２Ｃ及び左側壁２２Ｄは、陥没変形した変形部２５を変形前の初期の形状
に戻すための係止解除機能を備えている。
【００２９】
　このように、本発明では、キャップ本体２０に設けられた変形部２５を陥没変形させ又
は変形前の初期形状（膨出形状）に戻すことにより、揮散液Ｐの揮散量を調整することが
可能となっている。
【００３０】
　図５乃至図９は本発明の第２実施例を示している。
　第２実施例に示す揮散容器１が、上記第１実施例において説明した揮散容器１と異なる
点はキャップ本体２０の構成にあり、その他の構成及び効果は第１実施例同様であるため
、以下においては主としてキャップ本体２０を中心に説明する。尚、同一の部材について
同一の符号を付するものとする。
【００３１】
　図５に示すように、第２実施例に示すキャップ本体２０は、頂壁２１と、容器軸Ｏから
外側に向かって膨出する湾曲面で形成された前側壁２２Ａ及び後側壁２２Ｂと、右側壁２
２Ｃ及び左側壁２２Ｄとで形成される側壁２２を有して形成され、底部側が開放する有頂
筒状の部材である。
　頂壁２１、前側壁２２Ａ及び後側壁２２Ｂには複数の揮散孔２３が形成され、更に前側
壁２２Ａ及び後側壁２２Ｂには上下方向に所定の間隔を有して水平に配置された長孔２４
Ａ，２４Ｂが形成されている。
【００３２】
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　前側壁２２Ａ側の、長孔２４Ａの左端部と長孔２４Ｂの左端部との間、及び長孔２４Ａ
の右端部と長孔２４Ｂの右端部との間には高さ方向に沿って延びる凹条部２４ｃが夫々形
成されている。そして、上下に配置された長孔２４Ａ，２４Ｂと左右の配置された一対の
凹条部２４ｃとによって囲まれた部分に略長方形状からなる変形部２５が形成されている
。そして、変形部２５の中央部近傍を押圧することにより、変形部２５は左右の凹条部２
４ｃを起点として、中央部分が容器軸Ｏに近づく方向に陥没変形することが可能となって
いる。
【００３３】
　図５及び図７に示すように、キャップ本体２０を形成する頂壁２１の前側壁２２Ａ側寄
りの位置には開孔部２８が形成されている。この開孔部２８には、開孔部２８の前端部分
を開孔部２８の内部下方に向かって垂下設させた垂下片部２８ａと、垂下片部２８ａの下
端に形成された係止部２８ｂと、係止部２８ｂの近傍に薄肉状に形成されて成る支点部２
８ｃと、この支点部２８ｃに連設された揺動部材２９とが一体に形成されている。
【００３４】
　揺動部材２９は長板状又は棒状に形成され、上端に指掛け部２９ａが、下端に押圧部２
９ｂが設けられている。上端の指掛け部２９ａはキャップ本体２０内に設けられた揮散部
材４に形成された切欠部４ａを通って開孔部２８内に配置され、下端の押圧部２９ｂは容
器本体２の口筒部２ａを被嵌している蓋体３０の側面３１に対して近接配置されており、
この状態で支点部２８ｃに対して揺動可能に支持されている。
【００３５】
　第１実施例同様、第２実施例に示す揮散容器１においても、容器本体２の口筒部２ａを
被嵌している蓋体３０を外し、吸上げ芯３の上端面を揮散部材４の下面に接触させること
により使用を開始することができる。吸上げ芯３を通じて吸い上げられて揮散部材４を含
浸した揮散液Ｐは、揮散部材４からキャップ本体２０に形成されている揮散孔２３及び開
孔部２８を介して外部の空気雰囲気中に揮散される。
【００３６】
　図８に示すように、手でキャップ本体２０の前側壁２２Ａに設けられた変形部２５を容
器軸Ｏに向かって押圧すると、変形部２５を容器軸Ｏに陥没変形させることができる。こ
の際、変形部２５の上端が係止部２８ｂを内方に向かって乗り越える。係止部２８ｂの下
端は、変形部２５の上端の変形領域内に突設されているため、押圧した手を離すと、変形
部２５の上端を係止部２８ｂで係止することができる。よって、陥没変形後の変形部２５
が、変形前の初期形状（膨出形状）に復元することを阻止することができる。この係止状
態では、変形部２５が容器軸Ｏに向かって大きく陥没変形した状態が維持され、この陥没
変形した部分に揮散液Ｐが揮散するための揮散開口Ｑを形成することができる。このよう
に、係止部２８ｂは変形部２５を陥没状態に維持する係止機構として機能する。
【００３７】
　図５及び図７等に示すように第２実施例の構成においても、変形部２５は、揮散部材４
の外周面よりも内側の位置まで陥没変形可能に構成されており、陥没変形した状態では、
揮散部材４の外周面側の下面を、変形部２５が陥没変形することよって形成された揮散開
口Ｑの真上の位置に対向配置させることができることから、揮散開口Ｑを介して揮散する
揮散液Ｐの揮散量を増大させることが可能である。
【００３８】
　図９に示すように、開孔部２８を通じて垂下片部２８ａと揺動部材２９の上端である指
掛け部２９ａとの間に指先を挿入して揺動部材２９を揺動させると、揺動部材２９の下端
の押圧部２９ｂで変形部２５の内面を外部に向かって押し出すことができる。この際、変
形部２５の上端が係止部２８ｂを外部に向かって乗り越えるため、係止部２８ｂによる変
形部２５の上端の係止を容易に解除することができる。これにより、変形部２５は変形前
の初期形状（膨出形状）に復帰するため、揮散量を変形前の初期状態まで減少させること
ができる。すなわち、揺動部材２９は、係止部２８ｂによる変形部２５の係止を解除する
係止解除機構としての機能を備えるものである。
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【００３９】
　このように、第２実施例においても、キャップ本体２０に設けられた変形部２５を陥没
変形させ又は変形前の初期形状（膨出形状）に戻すことにより、揮散開口Ｑを形成し又は
形成した揮散開口Ｑを閉じることができることから、上記同様に揮散液Ｐの揮散量を調整
することが可能である。
【００４０】
　以上、実施例に沿って本発明の構成とその作用効果について説明したが、本発明の実施
の形態は上記実施例に限定されるものではない。
【００４１】
　例えば、上記実施例では、容器本体２の蓋体としてネジキャップ式の蓋体３０を示して
説明したが、蓋体３０はこれに限られるものではなく、嵌合によって口筒部２ａを被嵌す
るタイプのものであっても良い。
【００４２】
　また第１実施例では、変形部２５を前側壁２２Ａと後側壁２２Ｂの双方に設けた場合を
示して説明したが、いずれか一方にのみに設ける構成であっても良い。
【００４３】
　また第２実施例では、変形部２５及び係止機構及び係止解除機構を前側壁２２Ａ側のみ
設けた構成を示して説明したが、後側壁２２Ｂ側にも同様の構成を設ける構成とすること
で更に揮散量を増大させることが可能となる。
【産業上の利用可能性】
【００４４】
　本発明は、芳香剤や消臭剤等を揮散する揮発容器の分野における用途展開を更に広い領
域で図ることができる。
【符号の説明】
【００４５】
１　　：　揮散容器
２　　：　容器本体
２ａ　：　口筒部
２ｂ　：　肩部
２ｃ　：　胴部
２ｄ　：　係合凹部
３　　：　吸上げ芯
４　　：　揮散部材
４ａ　：　切欠部
１０　：　装着筒
１１　：　フランジ
１２　：　インナーシール部
１３　：　テーパー部
１４　：　長筒部
１５　：　貫通孔
２０　：　キャップ本体
２１　：　頂壁
２２　：　側壁
２２Ａ：　前側壁
２２Ｂ：　後側壁
２２Ｃ：　右側壁
２２Ｄ：　左側壁
２２ａ：　係合突起
２３　：　揮散孔
２４Ａ：　長孔
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２４Ｂ：　長孔
２４ａ：　柱部
２４ｂ：　柱部
２４ｃ：　凹条部
２５　：　変形部
２６　：　凸壁部
２７　：　係止部材
２７ａ：　支持片
２７ｂ：　係止部
２８　：　開孔部
２８ａ：　垂下片部
２８ｂ：　係止部
２８ｃ：　支点部
２９　：　揺動部材
２９ａ：　指掛け部
２９ｂ：　押圧部
３０　：　蓋体
３１　：　側面
Ｏ　：　容器軸
Ｐ　：　揮散液
Ｑ　：　揮散開口

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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